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第4回県労連幹事団交渉報告
今回の越年交渉は「例外的である」ことを局長と確認～要求実現に向けて交渉を継続
「高齢層のモチベーションは給与だけでなく仕事のやりがい。そのために働き方改革」（労務担当局長）
県労連は11月13日に第4回幹事団交渉を行いました。交渉の冒頭に政金県労連議長から「前回の交渉で交渉スケジュールの変更の提案を受けた。国の税制の見直しや災害対応予算など、例外的な厳しさを理解し交渉日程の変更に応じる。」とし「例外的」であることを労使で確認して交渉日程の変更に合意しました。

　労働条件課題についても、引き続き要求前進をめざして交渉を進めます

第4回幹事団交渉の主な内容
「臨任の療養休暇については職場への影響を確認している」～臨任非常勤職員の休暇制度

課　題　「有期雇用であることのみを理由に格差を設けてはならない」ということが、『同一労働同一賃金』の基本。

　　臨任職員は常勤職員の代替であり、均等待遇が求められ、会計年度任用職員は常勤職員との違いに応じた合理的な均衡待遇が求められます。

県労連　前回の交渉で「同一労働同一賃金の考え方は共有している」ということは確認した。「同一労働同一賃金」とは、同じ職場で働く者が雇用形態の違いで不合理な格差があってはならないということ。年休や療休などの格差を是正すべき。

当　局　療養休暇については国の臨任職員が90日であることや「同一労働同一賃金ガイドライン」の病気休暇に関する均等待遇の記載もある。「療休を90日とした場合の職場への影響」について、現在各任命権者で検討しており、その結果を踏まえて話し合っていきたい。

「現在、他の都道府県に確認している」～災害時の迂回通勤の実費弁償

課　題　今回の台風でも多くの職員が、県民サービスを維持するために、通常とは別ルートで出勤したが、現行制度では費用は職員負担となる。迂回通勤が長期化した場合はさらに大きな負担となる。
　　近年の自然災害の状況、電車等の計画運休などを踏まえれば、制度の見直しが必要。

県労連　「災害時の公務の役割」と言うならば、そのための出費は当然当局が補償すべきではないか。「現行の制度では出せない」ではなく、今後も災害発生が予想される中、必要な制度の整備を。福祉施設やライフラインを担っている職員など、どんな経路を通っても出勤しなければならない職員がいることを認識していただきたい。

当　局　現在、他の都道府県に照会している。旅費で対応しているところもあるようだ。照会結果がまとまった段階で検討する。

「条例改正が必要なため、自然災害の現状や県職員の役割等総合的に考える必要がある」～退勤時危険回避のための特別休暇の導入

課　題　今回の台風でも、電車等の計画運休が実施された。今後も同様のことが予想される。
現在、出勤時にはこのような場合に対応する特別休暇があるが、3/4非常勤以外は退勤時にない。

県労連　障害のある職員、育児・介護を担う職員等、職員を安全に帰宅させるのが雇用主の責務。

　　「災害時の公務の役割」と言うならば、なおさら持続可能な体制が求められ、帰すことにより交代要員の確保もできる。全員を職場に留め置くことは逆効果。また、人数が多ければ、食事や寝る場所、トイレなどが問題となってくる。

当　局　3/4非常勤職員については、皆さんの強い要望により2012年1月から適用とした。条例改正が必要で、自然災害の発生が今後も想定される中での県職員の役割が高まることなど、総合的に検討する必要がある。

「いつから業務が始まるか違いがある」～緊急参集と水防等の呼出し時の服務の一元化

課　題　現在の制度では、緊急参集で出勤した職員は、自宅等出発時から勤務時間で旅行命令が出る一方、水防等の呼出しの場合は、職場到着時からが勤務時間。
同じように災害時の対応を行うにもかかわらず、服務が異なることは公平性の観点から問題であり、緊急参集と同様の服務への一元化が必要。

県労連　当局は「緊急参集は、途中で災害の状況を把握しながら出勤するので業務だが、水防は出勤して配備についてからが業務だ。」と違いを主張しているが、水防で出勤する職員も漫然と出勤しているわけではない。

　　自然災害の状況が様変わりし、この数年は水防対応の頻度も増している。土木事務所等職員の負担増加を踏まえて、従来の対応を見直すべき。

当　局　いつから業務が始まるかの違い。今の整理は水防の場合、出勤して配備についてからが業務。
「管理監督者の指揮命令下にないため業務とは言えない」～オンコール手当の制度化

課　題　水防等での呼出し要員の自宅等での待機は、一定行動を制限されることから、手当支給を求める。
当局は「管理監督者の指揮・監督下にないため支給できない」としているが、「自宅待機」自体が職務命令に当たり、新設が必要。

県労連　「自宅待機」自体、職務命令ではないのか。

当　局　管理監督者の指揮命令下になく業務でない。

「モチベーションを維持するのは給与だけでなく仕事のやりがい」？？？給与は基本でしょう！！～55歳超職員昇給抑制

課　題　この間の「給与の総合的見直し」による事実上の昇給延伸、今年4月の現給保障の廃止による給料引下げ、今回の「昇給抑制」と「独自号給の廃止」。当局はどうやって高齢層のモチベーションを維持しようと考えているのか。

　　高齢層の昇給抑制は、国家公務員の高齢層が民間より上回っていたことから導入された制度。神奈川の場合、数年前人事委員会が「神奈川はそのような状況にない」として抑制を勧告していない。
「定年延長のため」というのは議論のすり替えであり、定年延長を人質にとった国による恫喝。

国は、最高号給に到達する前に、多くの職員が昇格するので最高号給まで到達する職員は少数。

最高号給在給率は、現行でも国よりも多く、仮に国同様とした場合は、1/4を超える（6級以外）異常な数値となる。
国同様とした場合、引き下げ額は最大で、4級で9,200円、5級で11,700円、6級で16,500円、7級で7,200円減となる。

県労連　高齢層職員は職場で中心的に仕事を担い、若年層を含めて人材育成も担っている。そんな職員が、この数年給与を据え置かれ、今年4月には現給保障廃止で給与を下げられている。その上で、昇給まで抑制された場合、モチベーションは著しく低下し、職場運営に重大な支障が起きかねない。当局の見解を聞きたい。

　　今年の県人事委員会勧告では、「研究していく」としている。今期見直す課題ではない。

当　局　モチベーションを維持するのは、給与だけでなく、仕事のやりがい。モチベーションを高めるために働き方改革を進めている。

「ハラスメント全体について検討する」～ハラスメント対策

県労連　ハラスメントについては、労使で十分話し合える場が必要だ。

当　局　パワハラだけでなく、セクハラや妊娠・育児・介護に関するハラスメントについても全体として検討する。

「療養休暇の運用の使い勝手については、ぜひ話を聞きたい」～不妊治療

課　題　不妊治療については、2017年の確定闘争で「療養休暇を活用する」ことを確認し運用している。
しかし、不妊治療といっても人により様々な形態があり、一定期間休業を要する場合もある。
まず、アンケート等を実施し、現在の療養休暇による不妊治療の課題等を把握し、休業制度の創設を含め対策を労使で検討する必要がある。

県労連　長期で治療する場合、療養休暇では足りない場合がある。茨城県は休業制度がある。今の在り方がいいのかという視点で検討を。

　　運用改善で利用しやすくなったが、仕事をしながらであり、現実的には厳しい。休業制度を望む声もある。聞いてもらえる場を設けてもらえるのか。

当　局　療養休暇の活用についての使い勝手を当事者から聞きたい。

「任命権者で話をしたい」～柔軟な働き方

課　題　なぜこれまで通りの「時間外勤務」ではいけないのか？外形上「時間外勤務」や「時間外勤務手当」が減るだけではないか。
常態的な時間外勤務職場では、ずらした時間も仕事をせざるを得ない状況になりかねない。

勤務割振りの変更は、業務の必要性から所属長が判断するもので、職員は断りづらく、所属長の恣意的運用になりかねない。

県労連　以前、児童相談所で保護者の面談等のため拡大時差出勤の活用を検討したが、業務が多いために断念した。柔軟な勤務割振りの変更はデメリットしかない。撤回していただきたい。

当　局　任命権者で話をしたい。

「県人事委員会勧告に従い国に準じた見直し経過措置も国同様」～住居手当引下げ

課　題　家賃額62,000円未満の者は、4,000円～50円の引下げとなる。5万円台の家賃では2,000円引下げ。

県労連　従来も神奈川の実情を踏まえて慎重に検討してきた。また、他県の状況も国と異なる対応も多い。性急に見直すべき課題ではない。

当　局　人事委員会勧告に従う。経過措置は国と同様としたい。
住居手当見直しの影響

	家賃額
	現行手当額
	改定手当額
	差額

	53,000
	26,000
	24,000
	▲2,000

	54,000
	26,500
	24,500
	▲2,000

	55,000
	27,000
	25,000
	▲2,000

	56,000
	27,500
	25,500
	▲2,000

	57,000
	28,000
	26,000
	▲2,000

	58,000
	28,500
	26,500
	▲2,000

	59,000
	28,500
	27,000
	▲1,500

	60,000
	28,500
	27,500
	▲1,000

	61,000
	28,500
	28,000
	▲500

	61,500
	28,500
	28,250
	▲250

	61,750
	28,500
	28,375
	▲125

	61,800
	28,500
	28,400
	▲100

	61,900
	28,500
	28,450
	▲50

	62,000
	28,500
	28,500
	0





















































自治労団体生命の還元金は、


11月29日に振り込まれます








































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































